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はじめに

トランプ政権の4年間が間もなく終わろうと

している。2017年1月に発足したトランプ政権

は、「反グローバリズム」や「米国第一主義」

のスローガンのもと通商政策の大転換を唱え、

就任直後の環太平洋パートナーシップ協定

（TPP）からの離脱、北米自由貿易協定（NAFTA）

の再交渉に始まり、世界を的にしたセーフガー

ドの発動、中国との貿易紛争の泥沼化と技術・

経済覇権争い、韓国や日本、EU等との2国間

交渉など、世界を大きく揺るがす策を次々と繰

り広げた。なかでもNAFTAの再交渉と新たな

「米国・メキシコ・カナダ協定」（USMCA：

United States-Mexico-Canada Agreement）の締結

は、対中政策と並ぶ通商面での最重要課題のひ

とつであり、かつ、最初の大きな「成果」でも

あったから、新政権の通商政策を理解する重要

な手がかりとなるように思われた。

よく知られているように、2016年の大統領

選挙戦においてトランプ候補はNAFTAを「大

災害」や「史上最悪の通商協定」と排撃し、そ

の再交渉ないし離脱を公約した。協定の発効に

よってメキシコとカナダ、とくに前者に対し巨

額の貿易赤字が生まれ、中西部の伝統的工業地

帯を中心に、数百万もの雇用が失われたという

のがその主たる理由であった。その後、NAFTA

に大きく依存していた加墨両政府の同意を得た

米政権は、四半世紀続いた自由貿易協定を「米

国第一主義」の観点からドラスチックに改訂す

る交渉を始めた。ではトランプ政権は、具体的

にはどのようにNAFTAを変えようとしたので

あろうか、そしてそのねらいはどこまで達成さ

れ、調印されたUSMCAはNAFTAやTPPなど

先行する協定と比べ、どのような特質を持った

のであろうか。これらは、レトリック先行の

「米国第一主義」の内実のみならず、やや広く、

通商政策を政策展開の中心に位置づけていたト

ランプ政権の性格そのものを検討する素材とな

るに違いない。

本稿は、およそ以上の視点から、NAFTA再

交渉の過程とUSMCAの特質について、専ら米

国からの視点に即して検討する。最初にトラン

プ政権のNAFTA観と改訂の目標、交渉姿勢を

取り上げ、次いでUSMCAの主要な条項に即し

て改訂の内容や特質を考えたい。本来なら、新

協定のより多くの条項の精査や加墨側からのア

プローチなどさらに立ち入った吟味が必要だが、

筆者の能力と紙幅の制約から、本稿ではごく一

部の内容紹介にとどまった。他の重要条項を含

めた検討は他日に期したい。

１．NAFTAの再交渉過程

（１）トランプ候補のNAFTA観と公約

米国議会でNAFTAの実施法案が審議されて

いた1993年秋、カリフォルニア大学（ベーカー

ズフィールド）で開かれたビジネス・コンファ

レンスの年次大会において、「不動産業界の大

立物」であるトランプ氏はカーター、フォード、

ブッシュ（父）という大統領経験者の面前で

NAFTAを公然と批判したという。もっともそ

れは必ずしも論理的なものではなく、協定の経

済的な帰結よりは米政府当局者の交渉が稚拙な

ため、「メキシコが利益を得る」だけという点

に向けられた。トランプ氏はまた「自由貿易は

好き」だが、そのためには「有能な交渉者」が

必要であり、現在の米政府のような「愚かな交

渉者」では、貿易協定でアメリカはいつも損を

するという趣旨の発言をしたと伝えられた。1

他方、NAFTAによる貿易自由化がアメリカ

の製造業労働者に悪影響を及ぼすという懸念は、

民主党多数派や労働組合、環境保護団体などリ

ベラル派をはじめロス・ペロー、パット・ブ
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キャナンなど共和党主流派と一線を画す政治家

たちにも共有され、選挙民のかなりの共感を得

た。92年の大統領選挙で民主党のクリントン

候補は、NAFTAを支持しながら、労働者の基

本的な権利と環境基準の実現をめざす拘束力あ

る付属協定を結ぶことを提案した。その実現に

よってようやく米国議会で実施法案の承認にこ

ぎつけたが、それでも賛成票を投じた民主党の

下院議員は全体の半分以下にとどまった。2

オバマ前大統領もまた民主党の大統領候補指

名の予備選挙では、雇用喪失という点から

NAFTAとこれを支持したヒラリー・クリント

ン候補を攻撃し、その再交渉と労働者の権利お

よび環境に関するより厳しい保護規定の導入、

投資家と国家の紛争解決規定の廃止などを公約

に掲げた。しかし、再交渉は強力には主張され

ず、公約は守られなかった。3 オバマ大統領は

実際にはTPP協定への参加を通じて公約を果た

したのだが、それは中西部の伝統的な民主党支

持者を失望させ、彼らの離反をまねくことにつ

ながった。

オバマ政権末期には、NAFTAや自由貿易が

自らの職を危うくしているとの不満がブルーカ

ラー労働者を中心に高まった。大統領選に名乗

りを上げたトランプ候補は彼らの怒りを利用し、

さらに煽って支持を集めるべく、反NAFTA・

反自由貿易を選挙戦の一大公約に祭り上げた。

16年6月末にはペンシルヴァニア州の遊説先で、

大統領に当選したらTPPを離脱し、米国労働者

の利益となるようNAFTAを改めるためカナダ、

メキシコ両国に直ちに再交渉を申し入れる、も

し彼らがこれに同意しないなら、規定（2205

条）に従って脱退を通告すると公約した。この

戦略は、氏のいま一つの選挙公約である国境の

壁の建設と不法移民の国内からの追放などメキ

シコへの強硬路線と共鳴しあって大成功を収め

た。それはまず、共和党内の予備選でジェフ・

ブッシュ氏ら自由貿易派の候補たちを追い落と

し、ついで本選挙でも、NAFTAを推進した元

大統領の夫人であるヒラリー・クリントン氏を

破る勝因の一つとなった。破天荒な言動を繰り

返すトランプ候補なら、NAFTAの再交渉とい

う公約を守ると支持者は信じたのであった。

（２）大統領就任から再交渉の開始まで

大統領に就任直後、トランプ氏は公約通り

TPPから離脱し、NAFTAの再交渉を始めると

表明した。4 一方、加墨の両政府はこの要求を

基本的には受け入れるほかなかった。NAFTA

の経済成長への貢献を高く評価していた両国に

とっては、米国の離脱防止と3か国からなる自

由貿易地域の維持が至上命令だったからである。

そのうえ、発効後4半世紀を経過した協定の一

部見直しと新たなルールづくりの必要性は同意

されており、3か国はTPP交渉でそれを実践し

た。加えるに、米国のNAFTA脱退は常識的に

はあり得ないことだが、トランプなら強行しか

ねないと両国が懸念したことも再交渉に応じた

一因となった。5 しかし、当然ながら両国は、

米大統領が主張する貿易赤字削減のための関税

や貿易障壁の設定など「米国第一主義」の要求

に対しては、NAFTAが培ってきた相互協力と

経済的利益、国際競争力を損ねるものとして強

く反発し、離脱も辞さないとの姿勢を示した。

メキシコ大統領は交渉の中心を電子商取引、通

信、エネルギー等のTPPで合意された新分野を

加えて、NAFTAを「現代に見合ったもの」に

することに置くべきと主張した。カナダ政府は

米国の州知事と会合するなど協定維持のキャン

ペーンを繰り広げる一方、再交渉はメキシコ問

題であり、仮にアメリカが離脱しても米加自由

貿易協定（米加FTA）が復活するだけと、再交

渉の前途に楽観的な声が聞かれた。6

かくて2月1日にはカナダ、メキシコの両政
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府は再交渉のための国内手続きに着手すると発

表、トランプ大統領も翌2日、ホワイトハウス

に議会指導者をまねいた際に再交渉の意向を表

明し、以後、議会の関係委員会等と協議を始め

た。7 3月末には、2015年TPA法（後述）に従っ

て準備していた、議会に交渉開始の意向を伝え

る文書の草案（USTR代表代理S.ボーン氏の署

名）がリークされた。この文書の前文には、再

交渉の一般的な目的として、カナダ、メキシコ

との持続的な貿易赤字を解消すること、発効後

の経済情勢の変化により時代遅れとなった

NAFTAの条項を米国の最新の貿易交渉の経験

を生かして改定することが明示され、さらに、

後に正式に採用されたものとほぼ等しい19項

目に及ぶ「再交渉の特定目標」がTPA法に従っ

て網羅されていた。8 文書がさらに、米国は域

内市場の開放と通商上の利益を求める一方、

NAFTAの下での権利と義務、とくに市場アク

セスを守ると述べたことから、米政府の姿勢は

大統領の言動よりはるかに「穏当」であり、離

脱という「ハードランディング・シナリオ」は

後退したという楽観論も生まれた。9

しかし、4月以降もトランプ大統領は多国間

交渉や国際協定に露骨な反感を示し続け、

NAFTAから離脱し、加墨両国とそれぞれ二国

間協定を結ぶという発言を繰り返した。就任直

後には協定内容の微修正程度としていたカナダ

に対しても、乳製品市場の閉鎖性を非難し、木

材輸入に関税を課すと発表するなど、一転して

厳しい姿勢に転じた。4月中旬、いくつかの有

力紙はNAFTAからの脱退を命ずる大統領令の

準備が進んでおり、間もなくトランプ氏がそれ

に署名する可能性が高いとの政権幹部の発言を

伝えた。10 さらに、大統領は就任100日目に

NAFTA脱退宣言を行うため大統領令の作成を

命じたが、政府高官の説得（ないしサボター

ジュ） 等によって回避されたという、興味深い

内幕暴露ものもある。11 実際、大統領自身、ホ

ワイトハウスが発表した文書の中で、アルゼン

チンのマクリ大統領に対し、「２~３日前まで、

NAFTAを終結させる意向だった」と語ったこ

とが明らかにされた。12

政府内部の反対と業界の大規模なロビー活動

により、ようやく4月26日にトランプ大統領は

「再交渉を通じてNAFTAを最新のものにする」

と正式に発表して、関係者を安堵させた。当日、

氏はメキシコのペニャ・ニエト大統領、カナダ

のトルドー首相と電話会談し、現時点では

NAFTAを終結させないこと、首脳たちは3か

国のすべてが利益を得られる再交渉となるよう、

国内手続きに速やかに取り掛かることに合意し

たと述べた。13 この発表を受けて翌5月18日に、

外国との通商交渉にあたっては少なくとも開始

の90日前までにその意向と目的を文書で議会

に通知することを大統領に義務付ける2015年

TPA 法（Bipartisan Congressional Trade Priorities 

and Accountability Act of 2015：超党派議会貿易

優先事項および説明責任法）の規定に従い、14

その1週間前に議会で承認されたばかりの

USTR（米通商代表部）のライトハイザー代表

が、「カナダ、メキシコとNAFTAの現代化

（modernization）に関する交渉を始めるという

大統領の意向」を議会に正式に伝えた。

米政府は同法の規定により、最速では91日

目にあたる8月16日から交渉を始めることが可

能になった。この90日間に政府は上下両院の

関係委員会等と協議し、交渉開始の30日前ま

でにより詳細な交渉目的および協定締結の効果

を公表する義務をTPA法により課されていた

が、7月17日にこの規定に従って、3月末の草

案より詳細な「NAFTA再交渉目標の要約」を

正式に発表した。その前文では、再交渉の一般

的な目標として、デジタルエコノミーの新設な

ど今まで「現代化」という枠で論じられてきた
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内容に加え、米国の域内貿易赤字削減があらた

めて強調された。USTRはプレスリリースで、

再交渉の特定目標の一つにはじめて貿易赤字の

削減が加わった、と誇らしげに語った。正式に

発表された「再交渉の特定目標」は、3月末の

文書とほぼ同じ22項目から成るが、15 最大の焦

点と目された自動車の原産地規制強化の具体的

な内容は示されず、3月末の草案で「投資」の

章に含まれた「投資家対国家の紛争解決」手続

きの改定も削除されるなど、内容は総花的、抽

象的と評された。これらは交渉の開始前に手の

内を見せない戦術によるものだろうが、同時に、

この段階では要求内容を詰め切れていなかった

可能性も残った。

こうして、2017年8月16日にライトハイザー

USTR代表とカナダのフリーランド外相、メキ

シコのグアハルド経済相の出席により第1回の

交渉会合がワシントンで開催された。米代表は

交渉目的をあらためて次の2点に要約した。16

第1は、発効後の四半世紀における米国および

世界経済の変化に対応して「時代遅れとなっ

た」NAFTAを、米国のFTAやTPPを活用して

「現代化」すること、第2は、NAFTAから得ら

れる利益の配分を米国内および3か国間で再調

整すること（「リバランス」）であった。「リバ

ランス」という用語は政府文書では多様な意味

で用いられているが、NAFTAが米国内では農

業・酪農業には域内市場拡張という利益をもた

らした反面、労働者には工場閉鎖、雇用喪失な

どの不利益を及ぼしたこと、同様に、締約国間

ではカナダ、メキシコは得をしたが、アメリカ

は損をしたという認識をもとに、NAFTAの利

益を米国、とくにその労働者とビジネスに有利

なように再調整することを意味した。端的に言

えば、米国の域内貿易赤字削減と雇用の回復と

いう、「米国第一主義」の要求の実現であった。

（３）再交渉の過程とUSMCAの発効

それでは、NAFTAの再交渉はどのような過

程を経て新協定（USMCA）の締結へと至った

のだろうか。約1年間の再交渉の事実経過のみ

をごく簡単に跡付けよう。

①　「現代化」の進展

第1回から第3回までの交渉会合の中心テー

マは「現代化」であった。3カ国ともデジタル

貿易（電子商取引）やサービス貿易の促進、知

的所有権の保護などについてNAFTAを更新す

る必要性は認めており、実際にもTPPではその

成案を得た。各国の専門家チームは年内の妥結

を目指して、2ダース以上の異なるトピックス

に関する会合を2、3週間に1回のペースで開く

ハードスケジュールをこなした。ライトハイ

ザー代表は、新たなイノベーションにも適応で

きるモデル条項を開発したいと意気込みを語っ

た。17

この結果、第3回交渉の終了時に発表された

同代表の閉会声明や3か国の共同声明では、提

案されたテキストの統合などを通じて、通信、

競争政策、デジタル貿易をはじめ関連する多く

の章で交渉が進展したことが明らかにされた。

なかでも、米政府はNAFTAにはない新たな合

意事項として積極的に取組んだ「中小企業」の

貿易支援・活用促進に関する章の交渉がまと

まったことを自賛した。

その後も「現代化」に関する交渉は着実に進

展し、正式な閣僚会合としては最後となった第

7回交渉（2018年2 ～ 3月）では規制慣行、衛

生植物検疫措置（SPS）、（法令の）公表および

管理、腐敗防止に関する章で合意が成立し、す

でに合意していた中小企業と競争政策章を含め

6つの章の交渉が完了した。さらに、国有企業、

貿易の技術的障害（TBT）、デジタル貿易など

の分野でも合意が近いとライトハイザー代表は

語ったが、それでも氏は交渉の遅れに不満を漏
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らした。18 他方、メキシコ側からは第7回会合

直前に、国営企業や貿易障壁、電子商取引など

の技術的問題が解決されれば、現代化関連では

10％ほどの協議が残っているだけだとの声も聞

かれた。19

②　「リバランス」の提案と交渉の難航

これに対して、再交渉のいま一つの目標であ

る「リバランス」に関わる協議は難航を極めた。

この点に関する主要な提案の詳細は、第4回会

合（2017年10月）ではじめて明らかになっ

た。20 まず、「自動車の原産地規則」については、

域内原産比率の大幅な引き上げと米国産品に

限った調達義務の導入等が主張された。また、

協定内容を発効5年後に見直し、全ての締約国

が継続に同意しない限り自動的に失効するとい

う「サンセット条項」、締約国の投資家が他の

締約国政府により権利が侵害されたと判断した

場合、国際仲裁に申し立てできる「投資家対国

家の紛争解決手続き」（ISDS条項）に選択制を

導入するという提案もあった。加墨両政府はこ

れらに強く反発し議論は紛糾、年内の妥結は不

可能になった。

3か国の選挙スケジュールを考慮し、翌18年

3月末までの交渉妥結を急いだ米政府は強硬策

に転じた。3月1日には、通商拡大法232条に

基づき鉄鋼に25％、アルミに10％の追加関税

を課すと発表した。これは表向き安全保障目的

を掲げていたが、実際のねらいは、自らの支持

基盤である鉄鋼業の保護と加墨両国に交渉妥結

への圧力をかけることにあった。実際に、米政

権はその後両国への適用を2度も延期して交渉

を続けた。しかし妥結に至らなかったため、今

度は鉄鋼・アルミと同様、通商拡大法232条に

基づき自動車への追加関税賦課の調査を商務省

に命じた（5月23日）。21 実施されれば前者とは

桁外れに大きな被害が及ぶ可能性があるが、そ

れでも加墨両政府は譲歩せず、ついに米政府も

先延ばしにしてきた両国への鉄鋼・アルミの追

加関税を6月1日に発動した。両国は報復措置

を発表、交渉はますます行き詰まった。米政権

は強硬姿勢をとるカナダを避け、再交渉の枠組

みをメキシコとの二国間交渉へと転換する意向

を再三表明してきたが、あらためてそれを示唆

した。しかし交渉は同国の大統領選が本格化し

た6月中旬以降、しばらく中断された。

③　メキシコの大統領選と新協定の発効

交渉妥結への転機となったのは、意外にもメ

キシコ大統領選での新興左派政党「国家再生運

動」（MORENA）のロペス・オブラドール党首

の勝利だった。選挙戦のなかで氏は現政権によ

る交渉を批判し、12月以降に発足する新政権

のもとでの再交渉を主張した。米政府が大統領

選前の交渉合意を急いだ理由もそこにあった。

ところが実際には、次期大統領は長引く交渉の

経済成長への悪影響を懸念した。また、汚職や

治安など国内問題の解決を優先し、外交や通商

政策には積極的でなかった。厄介な交渉は現政

権のうちにまとめておいて欲しいというのが本

音だった。他方、現大統領は自らのレガシーを

残すべく任期内での署名を求めた。トランプ政

権もまた、通商政策の成果アピールのため中間

選挙前の合意を求めた。22

こうして、メキシコ政府はカナダ政府との共

同戦線を一時放棄し、アメリカとの2国間協議

に積極的に応じた。7月26日に米墨閣僚会合が

再開され、以後5週間にわたる集中審議のなか

で、最大の懸案だった自動車の原産地規則にメ

キシコが譲歩する一方、米国も後者のエネル

ギー分野での国有企業の存続や農産物輸出につ

いて譲歩し、8月27日に両国は暫定合意に達し

た。米政府は加墨の分断に成功、23 議会に対し、

11月末までに新協定に署名する意向を通知した。

その一方で米政府はカナダ政府に対し、9月

中に合意できなければNAFTAを2国間協定に
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置き換え（もっともこの措置が米墨の両議会で

認められるかには議論の余地があるが）、自動

車にも追加関税を課すという脅しを材料に米墨

協定による早期妥結を迫った。米加間の協議は

難航したが、「大方の予想に反し」デッドライ

ンの9月30日の深夜に、交渉合意という離れ業

が演じられた。鶏肉や乳製品市場の一部開放で

カナダ側が譲歩する一方、アメリカ側も

NAFTA第19章および文化産業保護の例外措置

を維持すること等に同意した。米国が自動車・

同部品へ追加関税を発動する場合も、両国から

の完成車、部品の一定量までは対象外とする約

束もメキシコの場合と同様、カナダの合意を促

進する有力原因となった。結局、トランプ大統

領のねらい通り、2国間交渉への誘導によって

再交渉は決着した。

こうして2018年11月30日にG20ブエノスア

イレス・サミットの席上で米加墨3か国の首脳

は、NAFTAに代わる新協定アメリカ・メキシ

コ・カナダ協定（USMCA）に調印した。米大

統領の意向を反映し、新協定からは「自由貿

易」の文字が消えた。しかし3か国首脳による

調印後、米政府は加墨両国との交渉に要したの

とほぼ同じ期間を議会との交渉に費やした。18

年秋の中間選挙で下院の多数派を握った民主党

の修正要求を容れ、19年12月10日に両者は修

正案に合意、同日、3か国は「修正議定書」に

調印した24。その後、米国政府は実施法案を議

会に提出、両院で超党派の支持により可決され、

19年1月末に成立した。他方、カナダとメキシ

コはそれぞれ４月初旬までに国内手続きを完了

し、USMCAは交渉開始からほぼ2年後の７月

１日に正式に発効した。

２．USMCAの構成と主要な内容

（１）構成

USMCAは前文と34章（約2000ページ）の

本文、投資や金融サービス、国有企業に関する

付属協定（Agreement AnnexⅠ～Ⅳ）、そしてサ

イドレター（付属文書）から成る。25 NAFTAの

章建てと比べると、全22章のほぼすべての名

称がUSMCAに取り入れられ、TPPと比べても

同様に、全30章のうち第21章「協力と能力開

発」と第23章「開発」を除くすべての章が

USMCAに採用された。なかでも、USMCAの

第19章「デジタル貿易」（TPPでは「電子商取

引」）と第25章「中小企業」から第28章「良い

規制慣行」までの4章は、対応するTPP協定の

章の文言と極めて似通っていた。26

他方、USMCAの独自性を章建てから探ると、

NAFTAとの比較では、第23章「労働」以下を

中心に10章が新たに加えられた。これらは

NAFTAの「現代化」を目的としたものであっ

た。一方、TPPとの比較では、カナダの農産物

市場など域内固有の問題を扱った第3章「農業」、

そして第33章「マクロ経済政策と為替条項」

などが追加されたにとどまる。33章はNAFTA、

TPPの両者に含まれない、数少ないUSMCA独

自の章である（表1）。もちろん「原産地規則」

を筆頭に、章の名称が同じでも内容が大きく変

わっている例は多いから、以上はごく形式的な

比較にすぎない。ただ、トランプ大統領が

NAFTAを最悪の協定と断じ、それを全面的に

オーバーホールしたと強調したほど、両者の断

絶は大きくはない。かくてひとまず、USMCA

はTPPを全面的に活用してNAFTAを改訂し、

新条項を加えて出来上がったものと言えよう。

以下、USMCAの主要な内容をNAFTAからの

継承面、前節で論じた「現代化」および「リバ

ランス」面、そしてUSMCAに独自な面の4つ
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に分類して、各々の特質を探ろう。

（２）NAFTAからの継承

まず第1に、USMCAは3か国間の自由貿易

地域というNAFTAの基本的な性格を継承した。

USMCA第2章は、NAFTA第3章を受け継いで

財に対する内国民待遇と市場アクセスを保証し、

何千もの財に関する無関税を維持した。同様に、

第15章、第17章は、NAFTA第12章、第14章

で規定された国境を越えるサービスおよび金融

サービスに対する内国民待遇と最恵国待遇も引

き継いだ。大部分の投資家に対する内国民待遇

（NAFTA第11章）も、重要な変更はあったが、

維持された（USMCA第14章）。トランプ大統

領の脱退の脅かしを考慮すると、加墨両政府お

よび各国の業界全般にとっては、これらの枠組

みを維持しえたことがUSMCAの最大の功績と

いうことになるであろう。

USMCAの条項のなかにはまた、存続をめ

ぐって各国が厳しく対立した後、結局、元の条

項が生き残ったというケースもある。その代表

例として注目されるのは、NAFTA第19章「反

ダンピング税・相殺関税の審査および紛争解

決」の扱いである。

本章は、ある締約国が輸入品に対して不当廉

売（AD）および補助金相殺関税（CVD）など

の貿易救済措置を発動した場合、対象となった

締約国は2国間の紛争解決小委員会（パネル）

を設置し、審査を求めることができるという条

項である。パネルはNAFTAにAD・CVD措置

に対する実質的な規定がなかったため、それが

国内法に準拠しているか否かを審査し、勧告を

行った。政府が下したAD・CVDの決定を国内

の裁判所ではなく、2国間パネルが審査すると

いう規定は、米FTAのなかでNAFTAが唯一の

ものであるという。27

元来、NAFTA19章は、1980年代の米加間で

の針葉樹材をめぐる紛争から生まれた。米政府

は、加政府が自国の材木企業に不当な補助金を

支給しているとの業者の提訴を受け、同国から

の輸入材に相殺関税を課した。これを不満とし

た加政府は米国の裁判所に提訴したが、判断が

米国有利に傾くことを懸念し、米加FTAにこ

の条項を導入したと言われた。加政府がこの条

項を用いて勝訴したこともあり、米政府は

NAFTA交渉の際にその削除を求めたが、加政

府の交渉からの一時離脱など強硬な反発と墨政

府の賛成により、そのまま新協定に採用された。

NAFTAの再交渉にあたってトランプ政権は、

この19章（ならびにセーフガード発動から締

約国を除外するNAFTA802条）の廃止を目標に

掲げた（17/7/17文書）。ダンピングや補助金支

給などの不公正な貿易慣行に対する救済措置や

セーフガードの発動は国家主権に属し、上の条

項は主権侵害だと主張したのである。他方、加

政府にとってこの章の存続は再交渉における最

重要目標の一つであったから、米政府の主張に

頑強に抵抗し、ついには乳製品・鶏肉市場のア

クセスの拡大等と引き換えに、要求を実現した。

第19章は関税回避防止の協力や執行手続きの

透明性向上など一部の修正を加え、USMCA第

10章「 貿易救済」へと受け継がれた。

NAFTA19章は域内での貿易紛争の抑制と自由

貿易の維持に少なからず貢献したと評価されて

いたから、28 その存続は多少なりとも米政権の

貿易救済策の乱発と北米貿易の混乱を抑制する

効果を持ったに違いない。

これほど大きな対立はなかったが、米加間で

は、NAFTA第21章で定められたカナダの出版

物、映画、音楽、ラジオ、テレビなど文化産業

に関する無差別待遇の例外措置（USMCA第32

章）、米墨間では、NAFTA第6章によるメキシ

コ政府の石化エネルギーの所有権を認める規定

（USMCA第8章）が、いずれもほぼそのまま
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USMCAに継承された。これらは自由貿易地域

構築の例外と定められた条項であった。

（３）協定の「現代化」

米政府の再交渉の2大目標の1つはNAFTAの

「現代化」であった。この課題の一部は実質的

にはTPP協議で果たされたから、同協定が「現

代化」のベースとなり、NAFTAに新たな章を

付け加えた。この面でUSTRがあげた具体的課

題はデジタル貿易とサービス貿易、電子商取引

の保護、関税手続きの更新、知的財産権の保護

などであったが、29 とりわけ重視されたのは、

インターネットを核とする情報通信技術の発展

とデジタル経済化の進展であり、これに対応し

た「デジタル貿易」章の新設と知的財産権保護

の強化であった。

１）第19章「デジタル貿易」
現在のところ、デジタル貿易という概念に広

く合意された定義は存在せず、それをここで新

たに規定することは容易ではない。WTOや

TPPは「デジタル貿易」ではなく「電子商取引」

という用語を使っており、USMCAの「デジタ

ル貿易」章の内容もTPPの「電子商取引」章と

ほぼ同じである。代表的ないくつかの定義をみ

ても、デジタル貿易の基幹部分は「通信ネット

ワーク経由での財・サービスの売買」である電

子商取引と重なる。これに個人・企業間での多

様なコミュニケーションなど通常は貿易とみな

し難い越境データ移動を加えて、デジタル貿易

をより広く定義している研究も多い。しかし本

章の議論にとっては、「デジタル貿易」と「電

子商取引」を同一視しても大きな問題は生じな

いので、そのように扱うことにしたい。30

電子商取引は、NAFTAが発効した直後の90

年代後半に、インターネットに代表されるコン

ピュータ・ネットワークを利用した、企業間な

らびに企業と消費者との間の商品売買手段とし

て始まった。それゆえNAFTAには関連条項が

ない。その後、携帯電話の普及やクラウドなど

情報通信技術の飛躍的な発展によって、大量の

データが迅速かつ低コストで処理可能になると、

電子商取引はきわめて多くの財・サービス取引

に普及した。GAFAに代表されるオンライン・

プラットフォームの急成長やそれによる多彩な

サービスの提供もこれを後押した。今日では多

種多様なデジタル・プロダクト（電子書籍やソ

フトウェア、音楽、映画）、デジタル・サービ

ス（音楽や映画、ゲームの配信サービス、オン

ライン教育、遠隔治療、資金調達など）が生ま

れ、インターネットを通じて全世界に配信され

るようになり、これに伴ってグローバルに流通

するデータ量はめざましく増大した。

米国政府は当初から、経済成長や雇用のカギ

を握る戦略的分野としてデジタル経済化を推進

し、デジタル貿易についても貿易障壁の撤廃に

努めた。政府は、WTO等の国際機関を通じて

電子商取引推進の前提となる関税の賦課禁止、

データの国際的移動の自由化などを求めた。さ

らに、ヨルダンとのFTA（2001年発効）以後

の2国間協定では、電子署名や認証などペー

パーレス取引の促進に向けた対話、消費者保護

に関する協力などにも取り組んだ。関税賦課禁

止もWTOのモラトリアムとは異なって恒久化

された。さらに、2012年に発効した米韓FTA

では電子的手段による国境を越えた自由な情報

移動の重要性を認め、不必要な障壁を設けない

ことを努力義務として加えた。31

このような2国間協定に加え、2015年TPA法

が「財・サービスにおけるデジタル貿易」「国

境を越えたデータの移動」を主要な交渉目標に

含めたことに従い、米政府はデジタル貿易に関

するルールをTPP12（2016年2月に署名）の第

14章「電子商取引」に結実させた。この章の



トランプ政権の通商政策―NAFTAの再交渉を中心に

― 121 ―

核心は以下の5点に要約される。すなわち、①

締約国間における電子的な送信に対して関税を

課してはならない（第14.3条）、②デジタル・

プロダクトに対する無差別待遇を保証する（第

14.4条）、③電子的手段による国境を越える情

報（個人情報を含む）の移転を許可する（第

14.11条）、④コンピュータ関連設備の所在地に

関する要求をしてはならない（第14.13条）、⑤

大量販売用ソフトウェアのソース・コードの移

転又はアクセスを要求してはならない（第

14.17条）であった。④⑤の規定は米韓FTAに

もなく、③も「努力義務」にとどまったから、

これら3点は新ルールとして電子商取引分野で

の「TPP3原則」と呼ばれた。TPPはこの分野

で従来の米FTAより包括的で高度の自由化を

目指し、デジタル貿易促進のための当時最も先

進的な国際ルールとみなされた。32

NAFTAの再交渉でも、TPPの条文が原案と

なった。USTRが作ったNAFTAの具体的な交

渉目標「財・サービスのデジタル貿易・国境を

越えたデータの移動」（17/7/17文書）には、

2015年TPA法の規定に従い、「デジタル・プロ

ダクトに関税をかけない」、「電子的に送信され

るデジタル・プロダクトに無差別待遇を保証す

る」、「国境を越えるデータの移動を制限しない

ルールを作り、現地におけるコンピュータ施設

の利用と設置を求めない」、そして、「政府がコ

ンピュータのソースコード開示を命ずることを

禁止する」という4つの要求が掲げられた。33

合意されたUSMCA第19章「デジタル貿易」

はこれらUSTRの目標のすべてを満たし、構成、

内容ともにTPP第14章をほぼ踏襲、文言まで

きわめて似通ったものとなった。両者を比べる

と、TPPの14.12 条（インターネット相互接続

料の分担）と14.18条（紛争解決）に対応する

規 定 が USMCAに 含 ま れ な か っ た 反 面、

USMCAにはTPPになかった19.17条（双方向

的コンピュータサービス）と19.18条（政府情

報の公開）が加わった。

しかし注目されるのは、協定のポイントであ

る「国境を越える情報の電子的移転」と「コン

ピュータ関連設備の現地化要求の禁止」におけ

る両者の相違である。優れた先行研究の指摘に

基づいて、34 両者の条文をあらためて見比べる

と、まず、USMCAでは「正当な公共政策上の

目的を達成するため」、「自国の規制上の要件を

課す」締約国の能力に関する記述がTPPより後

退していることが分かる。さらに、TPPでは例

外的に認められた「金融機関」および「国境を

越えて金融サービスを提供するもの」に対する

コンピュータ関連設備の現地化要求が禁止され

たのに加え、知的所有権保護の対象を「ソース

コードに表現されたアルゴリズム」にも広げた。

そして最後に、双方向コンピュータ・サービス

によって送信された情報に関連する損害につい

ての責任（知的財産関連を除く）を認定する際

に、米国の通信品位法第230条を用いて、当該

サービスの提供者又は利用者を情報コンテンツ

提供者として扱ってはならないと規定している。

この免責規定により、グーグル（検索サービ

ス）やフェイスブック（SNS）などのオンライ

ン・プラットフォーム企業は大きな便益を得る

とみなされた。35

以上のように、米国政府はNAFTA「現代化」

の核をなすデジタル貿易章において、デジタル

貿易と情報の国際移転の自由化に向けた国際

ルールを確立した。事実、この協定はのちの日

米デジタル協定のモデルともなった。USTRは

「いかなる国際協定をも上回る最強の規律をデ

ジタル貿易に導入し、アメリカが比較優位をも

つイノベイティブな製品とサービスの貿易と投

資を拡張する確固たる基盤を提供した」と自賛

した。36

しかしこの章の意義はそれにとどまらない。
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米 ITCはUSMCAの米経済への影響という点で

は、本章と自動車の原産地規則強化の2つの章

が最も重要だと評価している。本章によるデジ

タル貿易の不確実性の低減、取引コストの潜在

的な低下は IT関連産業を越えて米国のビジネ

ス一般に大きな恩恵をもたらし、国境を越えた

データ移動制限の禁止は、農工業における生産

のオートメ化とモニタリング、サプライチェー

ンの運用、グローバル市場への接近を促進、将

来の経済発展に積極的な役割を果たすと評価し

た。37 デジタル貿易章のねらいは、今後の戦略

的分野であるデジタル経済における米国の世界

的優位をさらに強化すると同時に、それをてこ

に米経済全般の成長を促進することにあった。

USMCAのいま一つの目標である「リバランス」

が自動車や鉄鋼等の重工業を対象に貿易収支改

善と雇用の回復を目指したのに対し、「現代化」

はハイテクないしデジタル産業を対象に、それ

と同質のねらいを実現しようとした政策だった

のである。

加えれば、米政府が国際ルールの柱として

データの自由な移動を主張した背後には、経済

的覇権争いを越えた安全保障上の思惑があった。

主たる標的は、言うまでもなく情報の国家規制

を強める中国政府であった。トランプ政権は、

中国政府がインターネットに対する監視を強め、

サイバー空間における安全保障でアメリカに挑

んでいるとの強い危機感から、38 その拡大を抑

止すべく自らの手で自由化ルールを確立しよう

としたのであった。

２）第20章「知的財産」
知的財産権（知財権）保護の強化も「現代

化」の重要な要素の一つであった。米国は

1980年代以来、ハイテク産業の発展と競争力

回復戦略の一環として知財権保護の強化に乗り

出し、それを通商交渉の目的の一つに加えた。

NAFTAは知財権に関する先進的な条項を持つ

最初のFTAとなり、その1年後に発効するガッ

トウルグアイ・ラウンドの「知的所有権の貿易

関連の側面に関する協定」（TRIPS協定：1995

年1月発効）のモデルともなった。39

NAFTAとTRIPSという90年代前半の協定を

出発点に、米国は2国間FTAではこれを上回る

水準の保護（TRIPSプラス）と実施を求め、さ

らに国内法と同水準の保護を要求したTPA法

への考慮を加えてTPPの合意をまとめた。そこ

では、著作権や医薬品（生物製剤）に関する特

許保護の強化、知財権侵害に対する刑事罰等の

新設により、協定の実効性が高められた。40 こ

のTPPにごくマイナーな修正を加えて、締約国

間で知財権の保護と執行に関する最低基準を定

めたUSMCA第20章が出来上がった。

本章は、特許、著作権、商標、営業秘密、地

理的表示、意匠等を保護の対象とした。まず、

特許権は製品、工程における発明に付与される

が、「既存製品の新たな用途、方法、工程」が

対象に加わった（第20.36条）。特許の保護期間

は最低20年間と変わらないが、審査や承認プ

ロセスにより「不合理な」遅れが生じた場合は

その期間が調整される（第20.44条）。これは

NAFTAと同様だが、「不合理な遅れ」が

USMCAでは明確に定義された（特許承認まで

出願から５年、または出願審査の請求から３年

のいずれか遅い方）。最も重要な変更点は医薬

品特許の保護を実質的に強化し、新薬開発者の

臨床試験データを後発薬申請者から保護する期

間を生物製剤で10年、その他の製剤で3~5年

と定めたことである（第20.45、20.48、旧20.49

条）。NAFTAでは区別なくすべて5年、TPPで

は生物製剤8年であった。TPPでは米政府は当

初国内法と同じ12年を主張していたから、

USMCAは失地を一部回復したことになる。

著作権でも同様に、保護期間をNAFTAの死
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後あるいは出版後50年からから70年に延長し

（第20.62条）、商標の保護も強化した。NAFTA

では商標として登録できるのは「目に見えるも

の」であったが、それを「音」に拡大、「香り」

についても登録へ向けて最善の努力をすること

を求めた（第20.17条）。さらに、製品・製法な

どの営業秘密に民法および刑法上の保護を与え、

サイバー上を含むその窃盗に対し刑事罰を定め

た（第20.69 ～ 71条）。営業秘密保護の強化は

USMCAの特徴の一つであり、国有企業もこの

条項に服することを定めた（TPPプラス）。以

上は保護の強化だが、反面、ある地域の特産品

の品質と名声を守るため、製品に地域名を入れ

る地理的表示（GI）については、米政府はそ

の保護の強化が米農産物の市場アクセスを不公

正に制限する手段として使われていると主張し、

その承認と異議申し立てに関する手続きの透明

化を強く求めた（第20.31条）。また著作権の所

有者がインターネットサービス・プロバイダー

（ISP）にコンテントの侵害を通告し、その削除

を求めた際、ISPが速やかに削除ないし非公開

の措置をとった場合には、デジタル著作権侵害

から免責されるセーフ・ハーバー条項も定めら

れた（第20.88条）。41

このようにUSMCAは、デジタル化や情報の

国際移動の増加に伴って知財権の重要性が高ま

る反面、その侵害が技術的に容易となり、サイ

バーセキュリティへの懸念も高まる中で、知財

権の保護の対象と保護期間を拡大し、実際の効

力を高めた。取り締まりの強化や民事・刑事上

の手続きや罰則の新設に加え、偽造品、海賊版

など疑わしい商品の流入を国境で差し止める権

限を税関に与えるなど、各国規制機関の権限も

強化した。USTRは、USMCAはいかなる通商

協定よりも包括的な施行のための条項を定めた

と自賛した。42

だが、話はそれで終わらなかった。USMCA

は民主党との協議で一部改訂されたが、それは

この知財権の章に集中した。民主党は医薬品に

対する保護強化が後発薬の開発と競争を制限し、

薬価の上昇を引き起こすと強く批判した。協定

の批准を急いだ政府は、医薬品業界の反対を押

し切ってこれに応じた。最大の変更点は、「未

公開試験またはその他のデータの保護期間」を、

化学物質から作った新薬は3~5年（旧第20.48.2

条a）、生物製剤は10年（旧20.49条）とする規

定を廃止したことである。これによってデータ

の保護期間は、すべての新薬についてNAFTA

の5年間に戻り、TPPの8年はもとより、米国

内法の12年をも下回った。この他、「既存製品

の新たな用途、方法、工程」を特許の対象とす

る旧第20.3.26条の段落 2も廃止された。

USMCAで新たに加えられた先進的規定が削除

されたため、本章の一部について「米国第一主

義」は後退を余儀なくされた。さらに興味深い

のは、米政府が強く主張してTPPに挿入した上

の規定の多くがその離脱後に成立したCPTPP 

では凍結されたことである。43 知財権保護にお

ける米国の主張が、国際的に見て、とくに発展

途上国には受けいれ難いものであることを示し

たと言えよう。

（４）協定から得られる利益の「リバランス」

米政権の再交渉の2大目標のいま1つ、むし

ろ最大の目標は米国の貿易赤字削減と製造業雇

用回復のため、協定から得られる利益を「リバ

ランス」することにあった。USMCAの全ての

条項は幾分なりともその性格を持つと言って過

言ではないが、とくにカナダ向けの乳製品・鶏

肉等の輸出増加をねらう第3章「農業」、北米

および米国の自動車生産の強化を図った第4章

「原産地規則」、そしてメキシコへのアウトソー

シング防止を目的とした第23章「労働」およ

び24章「環境」、第14章「投資」が代表的なも
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のであろう。

１）第3章「農業」
第3章は域内への輸出促進策の側面を代表す

る。NAFTAは3つの2国間協定を通じて、大部

分の農産物に対する関税および非関税障壁を撤

廃したが、米国政府は米加間に残された数少な

い例外品目であるカナダ側の乳製品、鶏肉、卵

等の市場開放を強く求めた。他方、カナダ政府

はこれらの農産品を対象に、生産割当と輸入規

制により価格と農家所得の安定を図る供給管理

政策を実施し、輸入規制では関税割当制度を採

用、輸入量の5％程度を無税とする一方、その

枠を越えた輸入に対しては最大313.5％の高関

税を課した。44

カナダ側の強い抵抗より交渉は難航したが、

米国は要求をほぼ実現した。第1に、鶏肉・鶏

卵や乳製品市場の拡大に成功し、鶏肉について

は関税割当枠を発効初年度の4万7000トンから

６年目に5万7000トン、その後の１０年間は毎

年１％上積みする、乳製品14品目については

さらに長期にわたる大幅な引き上げが約束され、

液体ミルクは発効初年度の8300トンから6年目

に5万トン、以後の13年間は毎年1%ずつ増加

し、19年目には5万7000トンに増額される（第

2章補遺２米国）。この結果、カナダは米国に

対しTPPの合意（国内生産の3.25％）を上回る

乳製品市場のアクセス（3.58 ～ 3.75％）を約束

した。

第2に、カナダ政府は生乳供給管理制度の一

環として設定した、最終用途別生乳価格クラス

７の廃止に同意した。このクラス7は脱脂粉乳

や限外濾過乳など原料乳製品を最終用途とする

生乳用に2017年2月に新設されたものだが、そ

の目的はこれら製品の支持価格（乳業メーカー

への販売価格）を従来の加工原料乳（クラス2

～ 4）のみならず、米国等の国際価格よりも低

く設定し、過剰となった在庫を内外に処分する

ことにあった。事実、このクラスを設定した後、

米国からカナダへの限外濾過乳等の輸出は減少

する一方、カナダからのスキムミルクの輸出は

増加した。そこで新協定での合意では、カナダ

政府はスキムミルクの価格を米国より低くなら

ないよう設定すると同時に、輸出に監視制度を

設け、一定量を越えた場合には課徴金を課すこ

とに同意した。USMCAの発効によって農産物

輸出は22億ドル増加すると米政府は成果を誇っ

たが、カナダも再交渉の最重要目標のひとつで

あり、米国が当初は廃止を要求した供給管理制

度を維持できた。カナダ側の評価は、小幅な乳

製品市場の開放と引き換えに、農業および前述

の紛争解決における重要目標を達成できたと好

意的である。

２）第23章「労働」・第24章「環境」
労働と環境に関する2つの章の目的は、端的

に言えば、メキシコの賃金・環境コストを引き

上げて米国との競争条件を平準化し、アウト

ソーシングの誘因を除去することにあった。こ

の2章は、すでにふれたように、NAFTAでは

付属協定として後から加えられた。労働では、

結社の自由や団交・争議権など労働者の11の

基本的権利の保護を実現するため、また環境で

も同様に、高い環境保護水準を維持・確保する

ため、それぞれ国内法の制定と実施が求められ、

締約国間の情報交換と協力がうたわれた。しか

し、これらが協定本文の紛争解決の対象になら

ず、実効性に欠けたことがNAFTA全体の重要

な問題点のひとつだと米政府は主張した。

NAFTA以後に結ばれた米国の2国間FTAは、

途上国が低賃金や低環境コストを利用して先進

国企業と競争したり、彼らの進出を誘致したり

することへの警戒心から、相手国の労働、環境

法の整備と実施の強化を求め、議会もまた政府
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との「合意」を通じてこれを強く後押しした。

これらはTPP第19章に受け継がれ、体系化さ

れた。オバマ政権は、これらの章に関する限り、

NAFTAの実質的な改訂を実現したのである。

合意されたUSMCAの労働および環境の章は、

このTPPの規定をほぼ踏襲したものであった。

まず、労働および環境条項が協定本文に移され、

効力が高められた。労働の章では、1998年 ILO

宣言が採択した結社の自由、団体交渉権の承認

など4分野の「コア労働基準」の採用・維持の

ため国内法を整備すること、最低賃金や労働時

間、職場の安全性・健康については受け入れう

る条件を採用・維持することが求められた

（23.3条）。TPPにはなかった、強制労働によっ

て生産された物品の輸入禁止、組織権を行使す

る労働者への暴力の禁止、移民労働者の労働法

の下での保護（23.6 ～ 8条）も加わった。附属

協定（Annex 23-A）ではメキシコに対し労働改

革を実現する立法化等が期限付きで求められた。

環境でもTPP第20章をモデルに、締約国が調

印している複数の多国間の環境条約の義務の順

守（24.8条）、オゾン層保護、船舶による汚染

の防止に加え（24.9~10条）、TPPにはない、大

気質の改善、海洋ごみの防止と削減、持続可能

な森林管理の支援も加えられた（24.11~12条）。

この他、乱獲等につながる漁業補助金の中止

（24.20条）、野生動物等の不正取引阻止のため

のネットワーク強化（24.22条）など、気候変

動やパリ条約への言及はないもの、きわめて広

範囲の環境保護が求められた。トランプ政権下

で、米国の環境保護政策が退潮しているのとは

対照的であった。

しかし民主党はなお条項の効力を懸念し、修

正議定書において強制力と監視機能を強化した。

労働では、協定違反を提訴しやすくする制度改

定に加え、メキシコの労働改革を監視し、米議

会に報告する省庁横断的委員会や現場の情報を

提供する労働アタッシェを設置する。また、メ

キシコの特定工場による労働義務違反の告発に

対し、速やかに対応する機構を導入し、2国間

パネルの設置や独立した労働専門家による検証

を義務化した。また環境面でも同様に、義務を

果たすべき多国間の環境協定として7つ（修正

前は3つ）を明示し、その義務を果たすため国

内法や規制等の維持、実施が求められた。また、

加墨の環境状況を評価・監視、権利行使を勧告

する省庁横断的委員会やメキシコの環境法・規

制、実施状況を監視するアタッシェを設置した。

発展途上国が低賃金を生かして経済成長をは

かるのは、歴史的に繰り返された出来事であっ

た。一部はそれを防ぐ目的で、自らの国家主権

をあれほど重視する米政府が、メキシコにおけ

る組合勢力の伸長促進や環境保護強化のため、

主権侵害とも思われる制度の急速な変革を求め

た。これに対し、国内の議論は沸騰したが、メ

キシコ政府はほぼ受け入れに同意した。労働分

野では、2017年の憲法改革をはじめ基本的な

労働権の承認を柱とする労働改革が進行中で

あったが、USMCAはロペス・オブラドール左

派新政権のもとでの附属協定に沿った連邦労働

法の改正を後押しした。環境対策の強化につい

てもほぼ同様な経緯があり、米国の要求にそう

大きな抵抗はなかったようである。むしろこれ

を機に、国境地帯での広範な分野での米国政府

の協力や資金援助を引き出すという思惑も働い

た模様である。45

３）第14章「投資」
投資家と国家との紛争解決（ISDS条項）の

適用範囲の大幅な縮小も、アウトソーシング防

止対策の意味を持っていた。NAFTA第11章

「投資」B節は、ISDS条項を初めて規定した

FTAと言われた。投資家が受け入れ国政府の明

白な協定違反によって損害を受け、当該政府と
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の間で問題を解決できなかった場合、国際投資

紛争解決センター（ICSID）等の中立的ルール

に則った国際仲裁に付託できることが定められ

た。その判断は強制力を持ち、賠償命令が下さ

れれば国は投資家（進出企業）に賠償金を支払

わねばならなかった。46

ISDS条項に対する賛否はNAFTA調印時から

大きく分かれ、ビジネス界は投資家保護に必要

と支持する一方、環境派や市民グループ等は企

業が環境・健康など公共目的での政府規制を制

限しうるとして強く反対した。トランプ政権も

またこの条項が米企業の海外投資リスクを軽減

する効果を持つため、アウトソーシングを促進

する役割を果たしていること、加えて、2国間

の紛争を国際仲裁に委ね、その決定に従わねば

ならないのは国家主権の侵害だと非難した。同

政権は当初、その採用を締約国の意思に任せる

選択制を提唱、米政府は紛争を当事国の法廷に

委ねるとし、選択しないことを表明した。一方，

カナダとメキシコ両政府は米政府の提案を拒否

し、各国から独立した裁判所による審議など透

明性を持ち、かつ、控訴可能なカナダEU包括

的経済貿易協定（CETA）の投資裁判制度を提

案した。47

米加間で交渉はやや難航したが、カナダ政府

も廃止には強く抵抗せず、ISDS条項を除いた

かたちでUSMCA第14章は合意された。米加

間では ISDS条項は廃止され、米墨間では、石

油および天然ガス、発電、電気通信、輸送サー

ビス、道路、鉄道などインフラの5つのセク

ターにおいてメキシコ政府と契約を有する米投

資家にのみ、従来通りの ISDSの規定が適用さ

れた。他のセクターの投資家は、①メキシコ国

内での紛争解決を尽くした後、ISDSの申し立

てができる。②「直接の収用」と「内国民待

遇」「最恵国待遇」の侵害についてのみメキシ

コ政府を訴えることができ、直接収用と同じ影

響を持つが所有権の公式な移転や完全な差し押

さえのない「間接の収用」に関しては提訴でき

ない（14-D第3.1条）。なお、USMCAの発効後

３年間に限り、NAFTA終了日までに行われた

「レガシー投資」に関する仲裁には、従来の

ISDS条項が適用されることになった。48

４）第4章「原産地規則」
自動車・同部品の原産地規則の改訂は、米国

の製造業生産と雇用の回復を目標とする

NAFTA再交渉の最重要項目であり、49 かつ最難

関の交渉テーマであった。

域内の自動車貿易で無税扱いが認められる条

件を定めた原産地規則は、1965年の米加自動

車貿易協定で初めて導入されて以来、次第に強

化され、NAFTAではきわめて精緻かつ複雑化

された。同協定の原産地規則は第1に、域外の

材料・部品を使用しても、これらを域内で十分

に加工し、関税分類番号コード4桁の「項」の

異なる最終製品へと作り変えること、第2に、

域内で生み出された付加価値の製品価額等に占

める割合、いわゆる「域内原産比率」（RVC：

Regional Value Content）が乗用車・小型トラッ

ク、エンジン等は62.5％、その他の部品は60％

を達成することの2つであった。原産比率の計

算式としては「純費用方式」が義務付けられ、

これは「総費用」から販売経費、アフターサー

ビス費、ロイヤリティ使用料、梱包・輸送費、

利益などを差し引いた「純費用」を算出、そこ

から「非原産材料費」を差し引いた金額を分子

とし、その「純費用」に対する割合によって算

出された。販売費や利益を除いた直接製造費用

のみを考慮して付加価値を計算するため、メー

カーにとって計算式のなかでは最も厳しい方式

であった。50

さらに、非原産材料費の算定方法として「ト

レーシング方式」が採用された。この方式によ
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れば、品目別原産地規則を満たして原産品と認

められた部品でも、「トレーシング対象品目」

に指定された約 80 品目を使用した場合には、

その輸入価格を非原産材料費に計上しなければ

ならなかったが、逆に、トレーシング対象外の

品目であれば域外諸国から調達しても非原産材

料とはみなされないというメリットもあっ

た。51

NAFTAの原産比率は、計算方式の差はある

が、米加FTAの50%はもとより、TPP12で合意

された45 ～ 55%を上回り、あらゆる通商協定

のなかでも最も厳しい規定だった。52 それでも

米政府は域外（主として中国）からの輸入と貿

易赤字が増えたと断じ、再交渉の目標（17/7/17

文書）に、「NAFTAの利益が米国および北米で

真に作られた製品に向かうことを確実にするた

め、原産地規則を更新および強化する」と書き

込んだ。その具体的な内容は、すでにふれたよ

うに、域内原産比率の85％への引き上げ、米

国に限定した50％の原産比率の新設、域外品

を域内産とみなす措置の廃止など、きわめて厳

しいものだった。

これに対し加墨政府は強く反発し、再交渉の

合意を何度も遠のかせた。最終的に米政府は当

初の要求を下ろしたが、NAFTAの規則を大幅

に改訂し、厳格化するのに成功した。USMCA

の原産品認定の4条件は以下の通りである（第

4.B.3条～第4.B.7条）。

まず第1に、乗用車・小型トラックの域内原

産比率を現在の62.5％から3年かけて75％へ段

階的に引き上げる（純費用方式）。第2に、部

品についても現在の60％から、品目別に3区分

して3年間に65~75%に段階的に引き上げる（純

費用方式。取引価額方式の選択も可能、この場

合は75~85%）。53 最も重要な基幹部品17種（関

税分類）を「コア部品」に分類し、最高の75%

（取引価額方式では85％）以上を課したが、と

くに部品名ではこれらと重なるエンジン、トラ

ンスミッション、ボディおよびシャーシ、先進

バッテリーなどの7品目については、その各々

が上の原産比率を達成しなければ、それを搭載

した完成車も域内産と認められないと定められ

た。しかもこれらの部品には、先進バッテリー

を除き、関税分離番号の変更による原産品認定

規定は適用されないことになった（ただし、上

の7品目を「スーパーコア部品」と規定し、そ

の全体で原産比率を達成すればよいという救済

規定も明記された）。第3に、乗用車の 40%お

よび小型トラックの 45%の付加価値は時給 16 

ドル以上の賃金の労働者が働く工場・施設で生

産されること（「労働価値比率」：第4-B.3条）、

そして第4に、自動車メーカーは前年度に購入

した鉄鋼･アルミの70%を域内から調達するこ

と、なお、鉄鋼について「修正議定書」では、

原料の域外からの持ち込みを防ぐため、発効7

年目以降は域内で鋳造を行う義務が加えられ

た。54

以上の4条件のなかで、通商協定では例のな

い「労働価値比率」の新設がとくに注目される。

これは米国が取り下げた自国に限定した原産比

率の要求に代わるものであった。具体的な規定

は複雑だが、基本的には完成車メーカーに対し、

時給（基本給）16ドル以上の労働者が働く域

内工場でそうとう程度、組み立て作業を行う、

あるいは部材を購入することを義務付けた。当

時の自動車業界の平均賃金はメキシコでは7ド

ル余（部品では約3ドル）、カナダ、米国では

20~28ドルであったから、これは生産と雇用を

米加に取り戻す露骨な策だった。

新協定はまた域外部品を域内産とみなす慣行

を廃止した。代表的なところでは、「トレーシ

ング・ルール」の廃止があり、USMCAではす

べての品目がトレーシングの対象となったとい

う面に注目すれば、この効果は原産比率の引き
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上げよりも大きいと評価されたほどだった。55

反面、原産地規則の厳格化を緩和する方策も

導入された。エンジンなどの製品が原産比率を

満たしていれば、その組み立てに用いられた非

原産材料も域内産とみなされ、エンジン価額全

体が100％北米原産と評価されるロールアップ

基準が再び認められた。この他、ごく小額であ

れば域外から購入された原材料も一定割合まで

は非原産材料とはみなされないデミニマス規定

や完全累積などの概念も導入された。これらの

規定が厳格化条項をどのくらい緩和するのか、

ネットの効果については必ずしも明らかではな

い。

以上の規定に加えサイドレターでは、米政府

がカナダとメキシコ製の乗用車・SUVに対し、

それぞれ年間260万台、自動車部品ではメキシ

コから年間1,080億ドル、カナダからは324億

ドルの上限を定め、その枠内であれば、通商法

232条による関税が発動された場合でも、原産

地規則を満たす限りはその適用を除外すると約

束された（MX-US Side Letter on 232, Side Letter 

Text on 232 CA-US Response）。対米輸出を数量

規制する目的だが、上限までは追加関税を課さ

ないとの約束は、輸出枠が実績よりやや高めに

設定されていることと相まって、むしろ両国に

とって協定合意を促す重要なインセンティブと

なった。

このように米国は原産地規則の強化に成功し

たが、それが期待通り、米国への生産の回帰を

促し、投資と雇用の増加につながるかについて

は多くの疑問が出されている。まず全般的にみ

ると、旧ビッグスリーをはじめ北米の多くの

メーカーはUSMCAの原産地規則をほぼ達成で

きる模様である。焦点はメキシコ製の車と部品

だが、メキシコのグアハルド経済相は2018年8

月に自国で生産された自動車の約70％は新基

準を満たしていると述べたと伝えられた。56 だ

が、メキシコで最終組立され対米輸出された乗

用車・SUVの49車種の米加産部品調達比率は

平均13.5％にとどまり、そのうち37車種は

「スーパーコア」部品の要件を満たしていない

との中畑貴雄氏の指摘もある。また、USITCも

北米で操業する22のメーカーが北米市場に投

入した393の乗用車・SUVのうち、小型車の

88%、中・大型車の25%、ピックアップ・ト

ラックの26%は規則を満たしていないことを

明らかにした。57

新基準に適応する方途としてはまず、サプラ

イチェーンを刷新し、部品・素材の調達先を域

内とくに米国に変え、基幹部品生産を拡大した

り、メキシコ国内で部品・素材の生産や研究開

発を強化したりすることが考えられ、事実、こ

れらの計画を発表している企業は少なくない。

USTRは北米で操業するメーカーからの情報提

供に基づき、各社の米国内の自動車部品・素材

の購入や新工場建設等の新投資が増加するとの

楽観的な推計を発表している。58 だが他方、サ

プライチェーンの刷新より、これまでNAFTA

で免除されていた関税（乗用車は2.5%）を払っ

て米国に輸出する方が低コストと判断する会社

も少なくないであろう。米議会予算局（CBO）

は、USMCAによりメキシコとカナダから無関

税で米国に輸入される自動車や部品が減少し、

関税の支払いが増加するとの推計を発表してい

る。59 このような選択の背後には、サプライ

チェーンの改編は大きなコストを伴う難事業だ

という認識がある。日本自動車部品工業会北米

事務所の河島哲則代表へのインタビューによれ

ば、自動車のサプライチェーンの構築は10年

単位の「壮大なプロジェクト」であるが、米大

統領の任期は４年、再選されても8年にすぎず、

「嵐が過ぎ去るのを待とうと考える経営者は多

い」という。「わずか2.5％の関税を回避するた

め、生産拠点を動かす企業はほとんどない」と
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の言はきわめて印象的であった。60

マクロ的に見ると、USMCAはサプライ

チェーンの刷新や関税支払いによるコスト増と

自動車価格の上昇を通じて、新車販売と生産を

低迷させて雇用増を抑制するという推計が多い。

楽観的なUSITCの予測でも、ピックアップ・

トラックでは平均0.37％、小型車では1.61%の

価格上昇が起きるため、年間約14万台（2017

年の全販売台数の1.25%）の販売が減り、組立

部門では雇用の減少が生じる。しかし、国内で

のコア部品の生産と雇用への刺激、米国への生

産拠点の復帰により設備投資や雇用も増え、差

し引き約3万人の雇用が増えるとされている。

USTRはさらに楽観的であり、国内の自働車雇

用は部品生産を中心に7万6000人増えるとの予

測を語っている。61 自動車産業の総雇用はおよ

そ100万人、いずれにせよNAFTAの再交渉を

危うくしたテーマの割には、マクロ的な効果は

むしろ小さいと言えるであろう。

（５）USMCAの独自規定

第4のグループは、NAFTAや米FTA、TPP協

定に含まれないUSMCA独自の規定からなる。

デジタル貿易を除くと、以下の3条項が注目さ

れる。62

１）第32章「例外と一般条項」
第1は、締約国が「非市場経済国」と自由貿

易協定を結ぶことを規制する条項である。ここ

で言う「非市場経済国」とは、USMCAの署名

日にいずれかの締約国が自国の貿易救済法上

「非市場経済国」と認め、かつ、いずれの締約

国とも自由貿易協定を結んでいない国を指す

（32.10条１）。条文には具体的な国名はないが、

中国を念頭に置いていることは疑いない。

USTRの年次報告書は、非市場経済国として中

国を名指ししている。63

条項は、まず、いずれかの締約国が非市場経

済国とFTAについて交渉しようとする場合、

交渉開始の３か月前までにその意向と目的に関

する出来るだけ多くの情報を他の締約国に通知

すること、さらに、他の締約国にその影響の検

討機会を与えるため、FTAの署名が決まった場

合には、その30日前までの出来るだけ早い時

期に協定文書を提供することを求めた。そして、

自由貿易協定が締結された場合、他の締約国は

６か月前の通告によりUSMCAを終了させ、2

国間協定に置き換えることができると定めた

（第32.10条2以下）。

「USMCAのなかでもっとも異常で予期され

なかった条項」と評価されたように、64 通商協

定にこのような規定が盛り込まれたのは異例の

ことである。米国政府の直接のねらいは、中国

とのFTAに前向きな姿勢をとっていた加墨両

国（とくにカナダは2016年に中国とFTAの予

備交渉を始め、17年にも会合を重ねた）をけ

ん制し、中国が両国を通じて自由貿易地域の恩

恵に浴することを防ぐ点にあった。さらにこの

条項には、中国の「厳格な国家指令の経済ステ

ム」と「不公正な非市場的貿易慣行」が締約国

のグローバルな経済および貿易フローに大きな

ゆがみを持ち込むことを防ぎ、ひいては、中国

のシステムが国際経済に対する影響力を高める

ことを抑えるねらいもあった。この面から言え

ば、この条項は域内にとどまらず、全世界に向

けて発信されたものであった。

米政権はUSMCAを今後の米国の通商協定の

モデルと位置づけており、この条項も日本や

EU、イギリスなどとの将来の協定に加える意

向であろう。事実、2018年12月21日にUSTR

が発表した「対日貿易交渉目的」の「一般規

定」の一部として、「日本が非市場経済国と自

由貿易協定を交渉する場合、透明性を確保し、

適切な行動をとるためのメカニズムを導入」と
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いう文言が入っていた。65 もっとも各国が米政

府の意向に単純に従うとも思われないが、中国

との経済関係の緊密化を図る国々へのけん制と

はなるであろう。このように米国はNAFTAの

再交渉において一部ながら中国を視野に入れ、

その孤立化を目指す規定を盛り込んだ。それは

同時に、米国が多くの貿易障壁を残している非

市場経済国を世界経済のなかに取り込み、貿易

自由化に邁進するというかつての役割を放棄し、

リベラルな世界経済秩序の主導者の座からます

ます遠ざかることを意味しているように思われ

る。66

２）第33章「マクロ経済政策と為替条項」
USMCAの独自性を示す第2の規定は、いわ

ゆる「為替条項」であった。その要旨は、締約

国は IMF協定のもと、不公正な競争上の優位

を得ること等を目的とした為替レートの操作を

自制する義務を確認すること（第33.4条１）に

始まり、各締約国は市場が決定する為替レート

を尊重し、外為市場への介入などによる通貨の

競争的な切り下げを回避すべきことを求められ

た（同条２ａ、ｂ）。そしてこれらを担保する

ため、各種データ（各月末の外貨準備、為替市

場への介入の実施状況、四半期ごとの国際収支

や資本フローなど）の定期的な公表を義務付け

た（第33.5条）。最後に、各締約国の代表から

なる「マクロ経済委員会」を設立し、各国のマ

クロ経済政策および為替政策、それらの影響に

ついて検討する年次会合を開くこととした（第

33.6条）。競争的な通貨切り下げ等の為替操作

を自制し、為替政策の透明性と説明可能性を向

上させることを目的とした「為替条項」が自由

貿易協定に盛り込まれるのは、これまた異例な

ことであった。

この規定の背景には、中国や日本、EU等の

国々が通貨安政策をとり、それによって米産業

が長らく不当な被害を受けてきたという業界、

議会、政府の不満があった。このため、TPA法

は相手国の為替操作を回避することを主要交渉

目的の一つに定めてきた。TPP12では、当時の

米国政府を含め為替問題を扱うことに反対が強

かったため、本文では取り上げられず、2015

年11月に発表された「環太平洋パートナーシッ

プ参加国のマクロ経済政策当局間の共同宣言」

がUSMCA第33章の先鞭をつけた。もっとも

この宣言はTPPの発効後ただちに有効となるは

ずだったが、CPTPPに代わると忘れ去られた

かのように扱われているという。67

米財務省は1988年から年2回「為替報告書」

を発表して、対米貿易黒字や経常黒字の規模、

自国通貨売り介入などから為替相場を不当に操

作しているとして「為替操作国」を指定してい

るが、90年代以降その対象となったのは中国

であるし、為替操作国の前段階の「監視リス

ト」に載ったのは日本やドイツ、韓国などで

あった。加墨両国は為替操作の嫌疑をかけられ

たことはないので、この条項もまた北米だけで

なく域外諸国へのけん制を主たる目的にしてい

た。先にふれた「対日貿易交渉目的」にもこの

規定は含まれていた。この点から言えば、為替

条項もまた、一部は中国を意識した米国の対世

界政策を表明したものであった。

為替条項は内外で大きな議論を巻き起こした。

日本の円安を非難し続けていた米系自動車企業

やUAW、AFL・CIOはもろ手を挙げて歓迎し、

USTRもこれがマクロ経済と為替レートの安定

に貢献するものと自賛、後の対日貿易交渉の際

にもこの条項の導入を強く求めた。また、介入

通知や外貨準備高、介入実績等の月次報告の義

務づけは競争的な通貨切り下げの自制につなが

り、通商協定としてNAFTAより大きな前進と

評する見解も少なくなかった。68

他方、この条項の実効性を疑う声も強い。透
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明性と報告義務だけが紛争解決の対象であり、

為替介入の実績の報告や報告状況を確認する年

１回の委員会の開催を求めるだけで、加盟国の

政策にどこまで影響を与えられるかは疑わしい。

さらに、通貨安誘導の疑いだけで制裁関税が発

動されるという強制力のある内容にはなってい

ないから、実効性は弱いとの指摘もある。69

３）第34章「最終規定」
NAFTAをはじめ米国の通商法では、固定さ

れた終了期限は定められていない。NAFTAで

は6か月前に文書で通告すれば脱退できる規定

があり（第2205条）、USMCAでも同様である

（第34.6条）。だがUSMCAの第3の独自性は協

定の期限を発効日から16年と定めたうえで、

発効６年目にそれを見直し、すべての締約国が

継続に同意した場合にはさらに16年延長でき

ると定めたサンセット条項にあった。もし6年

目の見直しで継続に合意されなければ、協定の

残りの有効期間中、見直し会合が毎年開かれ、

そこですべての締約国が同意すれば16年の延

長が認められるが、もし合意されなければ、発

効から16年目に終了ということになる（第

34.7条）。

この条項を強く望んだのは米国政府であった。

トランプ政権は当初、５年ごとに協定を見直し、

3か国が更新に合意しなければ自動的に失効す

るというきわめてラジカルな提案をした。当時

ロス商務長官は、その目的が協定の定期的かつ

総合的な再検討を（他の締約国に）強制するこ

とにあるという発言をした。70 この規定によっ

て、例えば米国は域内貿易赤字がどの程度減っ

たかを定期的にチェックし、不満であれば協定

を終了させるという圧力を他の締約国にかけら

れるようになった。この米国の要求に対して、

加墨両国は協定の永久性を弱め、長期投資を妨

げるものと強く反発し、交渉の一大争点となっ

た。最終的には、米政府が妥協して上の合意に

たどり着いたのであった。

それでも6年ごとの見直しを制度化すること

によって、トランプ政権の目的はかなり達成さ

れた。米政権は、今回のように再交渉に大きな

労力を費やし、脱退懸念による北米経済の混乱

というリスクも冒すことなく、協定内容を柔軟

に改訂しうる手段を確保した。政府はこれに

よって協定をより厳密に監視し、米労働者の利

益をより強力に守れるようになったと自賛した。

しかし、協定が定期的に見直されるため、たと

え終了を免れたとしても、合意内容の一部は常

に修正され、その安定性は損なわれる可能性が

ある。通商協定の役割のひとつは締約国間の貿

易・投資関係の枠組みを安定させ、ビジネスの

展開に確実な環境を整備して、長期投資を促進

することにあった。協定の終了期限（可能性）

を当初の5年から16年に延長することによって、

この難点はかなり緩和されたが、それでも懸念

は残るというのが大方の見解である。71 同時に、

サンセット条項の導入とそれによる定期的な再

協議が、3か国間の信頼感と協力関係を低下さ

せ、北米経済関係を不確実かつ不安定にものに

するのではないかという危惧も表明されてい

る。72

むすびに代えて

NAFTAの再交渉過程とUSMCAの内実を要

約し、そこからうかがいうるトランプ政権の通

商政策の特質に簡単に言及することによって、

本稿のむすびに代えたい。

トランプ政権は、世界最大の市場を背景とす

る強力な交渉力を基礎に、NAFTA再交渉の同

意を加墨両政府から取り付け、「現代化」と

「リバランス」からなる交渉目標の多くを達成

した。交渉過程ではその戦術も注目された。大
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統領は交渉中止とNAFTAからの離脱、二国間

交渉への転換など気ままな発言を繰り返して妥

協を強要する一方、USTRは達成不可能にみえ

る高い目標を掲げて相手の譲歩を求め、その後、

徐々に要求を引き下げて交渉を妥結させるとい

う戦術をとった。これらがどこまで意識的に行

われたのかは疑わしいが、結果としては奏功し、

最後は2国間交渉を通じて、加墨両政府にも交

渉に成功したと言えるだけのものを保証し、自

らもおそらくは実際のねらいに近い成果を獲得

した。しかし、USTRは修正議定書の作成とい

う最終局面では議会との妥協も厭わず、原則を

曲げてTPPや国内法の規定より後退した内容も

受け入れた。

締結されたUSMCAは、NAFTAの自由貿易

地域の枠組みを基礎に、その後の米の2国間

FTAとTPPを活用、議会が制定したTPA法の交

渉目的に従い、新たな条項を加えて出来上がっ

た。そこでは「米国第一主義」は以下の3点に

わたって多面的に追求された。第1に、「現代

化」のスローガンのもとデジタル貿易章の新設

や知財権の強化などにより、今後の成長分野で

の米国の優位を確保する国際的ルール作りを主

導した。第2に「リバランス」では、農産物輸

出の増加や原産地条項の厳格化、労働・環境規

制の強化さらには ISDSの範囲縮小を通じて、

貿易赤字削減、アウトソーシングの防止と雇用

の奪回を図った。そして第3には、非市場経済

国とのFTAの締結や為替介入の規制など、中

国の拡大を抑制する条項を加え、世界の国々を

けん制した。サンセット条項は米国主導の定期

的な協定の改訂に道を開いた。トランプ政権は

NAFTA改定の主要目的が、自らの支持基盤で

ある伝統的な製造業に従事する労働者の利益擁

護にあったと強調しており、確かにその面は強

いのだが、上の3点からみると実際には、いま

少し多様な性格を持っていたと評価すべきであ

ろう。

こうしてUSMCAにおいては、NAFTAの自

由貿易の枠組みは維持され、数値目標を含んだ

輸出促進が図られる一方、原産地条項に代表さ

れる保護主義的傾向も認められた。NAFTAは

北米3か国間の関税と非関税障壁を大幅に軽減

したから、USMCAが果たすべき役割の中心は

ルールの修正と新設にあり、知財権や労働、環

境条項をはじめ多くのアメリカ基準のルールが

作られ、締約国にそれへの速やかな同化が強く

求められた。これらはトランプ政権の通商政策

とレーガン政権期の管理貿易との類似性を示す

が、国家主権の擁護と多国間主義からの転換は

前者の方がはるかに徹底し、対中「関与」から

包囲網の形成という冷戦時代への逆戻りも生じ

た。

2020年秋の大統領選により、トランプ氏の

退任は決定的なものとなり、今後は「米国第一

主義」の追求にも一定の変化が生じるだろう。

だが、USMCAはトランプ通商政策の最大のレ

ガシーのひとつであり、北米における政治経済

関係を律する基本的枠組みとして存在し続ける。

それが新政権の下でどのように運用ないし修正

され、どこまで北米および米国経済に期待され

た成長と雇用効果をもたらすのか。これらは新

政権の通商政策の行方とともに興味深い問題だ

が、その検討は今後の課題とするほかない。

（2020.11.23）

1　Andrew Kaczynski, “Donald Trump Spoke 
Forcefully Against NAFTA At A 1993 Business 
Conference” BuzzFeed News, February 29, 2016.
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